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個別の市町村の状況

　総合的な財政情報について一覧性をもった開示が求められている中で、一般会計に加え公営企業会計などの特
別会計の状況や第三セクター等の経営状況及び財政援助の状況も含め、各市町村の総合的な財政状況をまとめた
ものです。

１　一般会計等の財政状況
　地方財政健全化法における処理上の会計である一般会計等を構成する、一般会計と公営事業会計以外の特別会
計の財政状況です。一般会計と公営事業会計以外の特別会計の財政状況については、各会計の決算数値を、また
一般会計等の財政状況については、地方財政健全化法の報告数値となっています。

２　公営企業会計等の財政状況
　公営企業会計等には、上水道・下水道・病院等の地域住民の生活に必要なサービスを提供する公営企業会計と
国民健康保険・老人保健医療・後期高齢者医療・介護保険等の公営企業に係る特別会計以外の特別会計があります。
このうち、地方公営企業法を適用している公営企業会計では、地方公営企業決算状況調査の決算値を、その他の
特別会計では、各会計の決算数値となっています

３　関係する一部事務組合等の財政状況
　各市町村が加入する一部事務組合、広域連合の財政状況です。一般会計等負担見込額では、当該団体が将来に
わたって負担していく見込み額を記載しています。

４　地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
　各市町村が出資等をしている地方公社・第三セクター等の財政状況です。当該団体の出資比率が25％以上、若
しくは当該団体から財政支援（補助金、貸付金、損失補償、債務保証）を行っている法人を記載しています。

５　充当可能基金の状況
　各市町村に設置されている基金のうち、当該基金を廃止するものと仮定した場合に地方債の償還等に充当が可
能な金額を記載しています。

（１）分析の見方
　平成21年度の地方財政状況調査等による財政指標を使用しています。各市町村は、人口規模、産業構造等が異
なるため指標を単純に比較しても、客観性に欠けるため全国市町村の類似団体との比較を行っています。
　レーダーチャート（中央部）は、類似団体の平均値を100としたときの各市町村の指数をチャート化したもので
す。当該団体の七角形が平均値の七角形より外側に広がれば広がるほど財政状況がよいことを示しています。
　個別指標図（レーダーチャート周辺の7つのグラフ）は、各市町村の数値と類似団体の平均値及び最大値・最小
値を棒グラフの形で示しており、各団体がどの程度にあるか一目でわかるようになっています。
　なお、人口一人当たりの決算額については、平成22年3月31日現在の住民基本台帳登載人口に基づいたものです。

（２）使用している各指標について
ア　財政力指数
　市町村の財政力を示す指標で、財政力指数が大きいほど財源に余裕があるといえます。これが1.0を上回ると普
通交付税の不交付団体となります。　　　　※下記計算により得られた数値の、過去３年間の平均値です。

　財政力指数…＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

イ　経常収支比率
　財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費・扶助費・公債費のように毎年度経常的に支出される経費

１．財政状況等一覧表

２．市町村財政比較分析表

財政講座

一部事務組合と広域連合　
　市町村の区域を越えて、広域で事務処理するときに活用される制度です。ごみ処理、し尿処理、火
葬、常備消防などを中心に組織されています。広域連合は一部事務組合と大きな差異はありませんが、
権限移譲の受け皿とし施行されており、長や議員を直接選挙で選ぶことができます。県内には臼津広
域連合と大分県後期高齢者医療広域連合があります。

基準財政収入額（市町村が標準的な状態において徴収が見込まれる税等収入）

基準財政需要額（市町村が合理的で妥当な水準の行政を行う場合に要する経費）
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に充当された一般財源の額が、地方税・地方交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源及び臨時財
政対策債等の合計額に占める割合です。この比率は低ければ低いほど、普通建設事業費等の臨時的経費に充当で
きる一般財源があり、財政構造が弾力に富んでいることになります。

　経常収支比率…＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100

ウ　将来負担比率
　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき
実質的な負債の標準財政規模に対する比率のことで、この比率が350％（早期健全化基準）以上となった市町村は、
財政の早期健全化を図るため、財政健全化計画を定めなければなりません。

　将来負担比率…＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

エ　実質公債費比率
　普通会計等の公債費や公営企業債の元利償還金に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公
債費相当額（普通交付税で措置される分は除く）に充当された一般財源の標準財政規模に対する割合の過去3年間
の平均値です。この数値が18％を超えると、地方債の発行の際に県知事の許可が必要となります

　実質公債費比率…＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の３カ年平均

オ　ラスパイレス指数
　一般行政職職員の給料について、国家公務員を100とした場合の市町村職員の給料水準を示しています。

（１）分析の見方
　歳出比較分析表では、「２．市町村財政比較分析表」の各指標のうち経常収支比率について、性質別経費ごとに
さらに細かく分析しています。市町村財政比較分析表同様、全国市町村の類似団体との比較を行っており、各市
町村の財政構造の弾力化について、改善ポイントが見えてきます。
　レーダーチャート（中央部）は、類似団体の平均値を100としたときの各市町村の指数をチャート化したもので
す。指数が良好であれば高い指数となるよう計算されていますから、当該団体の八角形が平均値の八角形より外
側にあるほど、財政構造に弾力性があることを示しています。
　個別指標図（レーダーチャート周辺の8つのグラフ）は、各市町村の数値と類似団体の平均値及び最大値・最小
値を図示して、各団体がどの程度にあるか一目でわかるようになっています。併せて指標ごとに数値の時系列デ
ータをグラフ化しており、行財政改革の効果等を年度別に見ることができます。

（２）性質別経費について
ア　人 件 費 職員や特別職の給与や退職金、議員、各種委員の報酬、共済負担金などです。
イ　物 件 費	 臨時職員の賃金、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、光熱水費、修繕費等）、役務費（通信運搬費、

手数料等）、委託料等の費用です。
ウ　扶 助 費 社会保障制度の一環として、生活困窮者、高齢者、児童、障がい者等に対して行っている様々な

支援に対する経費です。
エ　公 債 費 過去に借り入れた地方債の返済に要する経費（元金・利子等）及び一時借入金の利子です。
オ　補助費等 各種団体に対する助成金や一部事務組合、広域連合への負担金などが主な経費です。
カ　そ の 他 日常生活に密接な関係があるサービスの提供を行っている公営企業（水道・下水道・病院等）会計、

また社会保障制度として運営されている国民健康保険や介護保険等の保険事業会計などの他会計
への繰出金が主な経費です。

財政講座

類似団体とは？　
　人口と産業構造の2要素の組合せによって全国の市町村を分類したもので、大都市、特別区、中核
市及び特例市を各1類型、一般市を16類型、町村を15類型に分類しています。類似団体の指標は、
各類型の中から大規模な合併、多額の赤字、災害等の特殊事情がなく、また、収益事業収入が著しく
多額でないなど標準的な財政運営を行っている団体を抽出したものの平均値となります。

人件費、扶助費、公債費等に充当した一般財源

経常一般財源（地方税＋普通交付税等）＋臨時財政対策債等

将来負担額－（充当可能基金＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る交付税算入見込額）

標準財政規模（臨時財政対策債含む）－元利償還金等に係る交付税算入額

元利償還金等－特定財源－元利償還金等に係る交付税算入額

標準財政規模（臨時財政対策債含む）－元利償還金等に係る交付税算入額

３．歳出比較分析表
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地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの貸付金

当該団体からの債務
保証に係る債務残高

当該団体からの損失
補償に係る債務残高

一般会計等
負担見込額 備　　考

大 分 市 土 地 開 発 公 社 54 640 10 － － 4,000 － －

財団法人おおいた勤労者サービスセンター 40 134 28 15 － － － －

大 分 清 算 株 式 会 社 0 80 8 － － － － －

大 分 水 産 物 清 算 株 式 会 社 0 65 5 － － － － －

財 団 法 人 大 分 市 高 崎 山 管 理 公 社 0 34 30 － － － － －

財団法人大分県地域成人病検診協会 24 1,208 484 － － － － －

㈱ 大 分 ま ち な か 倶 楽 部 0 11 2 5 － － － －

大 分 県 市 町 村 職 員 研 修 セ ン タ ー △…5 12 1 － － － － －

社団法人大分県漁業海洋文化振興協会 3 518 12 1 － － － － 県所管第三セクター

㈳ 大 分 県 漁 業 公 社 △…5 100 2 2 － － － － 県所管第三セクター

㈳大分県果実生産出荷安定基金協会 △…1 223 1 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 公 園 協 会 △…0 3 1 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 森 林 整 備 セ ン タ ー 207 4,894 68 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 産 業 創 造 機 構 204 2,213 30 2 － － － － 県所管第三セクター

地方公社・第三セクター等　計 682 25 － 4,000 － －

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

81,491 7,077 4,949 93,517

１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）
会　計　名 歳　入 歳　出 形式収支 実質収支 他会計等からの繰入金 地方債現在高 備　　考

一 般 会 計 163,435 158,399 5,037 4,865 105 194,810 基金から23百万円繰入

土 地 取 得 特 別 会 計 1,998 1,998 － － － －

住宅新築資金等貸付事業特別会計 14 14 － － 1 33

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 194 59 136 － 8 －

下郡土地区画整理清算事業特別会計 16 16 － － － －

三佐土地区画整理清算事業特別会計 4 4 － － － －

坂ノ市土地区画整理清算事業特別会計 15 15 － － － －

一般会計等 162,210 157,037 5,172 4,865 194,843

　※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額 備　　考

水 道 事 業 会 計 10,671 9,234 1,438 8,659 495 42,390 1,526 法適用企業

公共下水道事業特別会計 14,773 14,257 517 513 4,384 105,756 67,684

農業集落排水事業特別会計 185 185 0 － 97 1,443 1,412 基金から1百万円繰入

公設地方卸売市場事業特別会計 372 357 14 14 0 498 82

国民健康保険特別会計 42,328 44,065 △…1,737 △…1,737 3,062 － －

老 人 保 健 特 別 会 計 130 101 28 28 － － －

後期高齢者医療特別会計 3,962 3,942 20 20 715 － －

介 護 保 険 特 別 会 計 24,280 24,205 74 74 4,047 － － 基金から417百万円繰入

交通災害共済事業特別会計 56 56 － － － － －

公営企業会計等　計 7,571 150,087 70,704

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債 (地方債 ) 現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）

５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）

一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等負担見込額 備　　考

由布大分環境衛生組合 734 684 50 50 － 1,039 44

大分県市町村会館管理組合 79 75 5 5 27 － － 基金から27百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(普通会計) 238 175 64 64 31 － － 基金から31百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(特別会計) 156,148 150,175 5,973 5,973 1,096 － － 基金から1,096百万円繰入

一部事務組合等　計 6,092 1,039 44

充当可能基金名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引　B－A

財 政 調 整 基 金 5,313 5,329 16

減 債 基 金 1,527 1,532 5

そ の 他 充 当 可 能 基 金 10,465 10,561 96

充当可能基金　計 17,305 17,422 117

　（注）…「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）

（単位：百万円）

大 分 市団体名

財政状況等一覧表（平成21年度）



17



18

個
別
の
市
町
村
の
状
況

地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの貸付金

当該団体からの債務
保証に係る債務残高

当該団体からの損失
補償に係る債務残高

一般会計等
負担見込額 備　　考

別 府 市 土 地 開 発 公 社 4 307 15 3 165 584 － 142

㈶ 別 府 市 綜 合 振 興 セ ン タ ー 4 179 4 － － － － －

㈶大分県東部勤労者福祉サービスセンター 6 40 17 13 － － － －

㈱ 別 府 扇 山 ゴ ル フ 場 △…22 702 51 － 19 － － －

別 府 市 南 部 振 興 開 発 ㈱ 75 655 26 － － － － －

別 府 市 公 設 市 場 精 算 ㈱ 7 41 3 － － － － －

㈳ 大 分 県 漁 業 海 洋 文 化 振 興 協 会 3 518 3 1 － － － － 県所管第三セクター

㈳ 大 分 県 漁 業 公 社 △…5 100 1 1 － － － － 県所管第三セクター

㈳ 大 分 県 畜 産 協 会 3 324 0 3 － － － － 県所管第三セクター

㈳ 大 分 県 森 林 整 備 セ ン タ ー 207 4,894 20 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 産 業 創 造 機 構 204 2,213 15 0 － － － － 県所管第三セクター

地方公社・第三セクター等　計 155 21 184 584 － 142

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）
会　計　名 歳　入 歳　出 形式収支 実質収支 他会計等からの繰入金 地方債現在高 備　　考

一 般 会 計 43,888 43,147 741 532 250 31,443 基金から250百万円繰入

公共用地先行取得事業特別会計 － － － － － －

一 般 会 計 等 43,878 43,137 741 532 31,443 基金から250百万円繰入

　※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額 備　　考

水 道 事 業 会 計 2,495 2,202 292 1,921 11 5,561 17 法適用企業

公共下水道事業特別会計 2,473 2,407 66 48 262 10,600 3,466

地方卸売市場事業特別会計 53 53 0 0 8 － －

国民健康保険事業特別会計 14,148 14,706 △…558 △…558 1,273 － －

競 輪 事 業 特 別 会 計 13,980 13,349 631 631 － － －

老 人 保 健 特 別 会 計 8 8 0 0 1 － －

介護保険事業特別会計 8,896 8,895 1 1 1,271 － －

後期高齢者医療特別会計 1,379 1,374 6 6 306 － －

公営企業会計等　計 2,049 16,161 3,483

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）

一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等負担見込額 備　　考

別杵速見地域広域市町村圏事務組合（一般会計） 802 802 － － － － －

別杵速見地域広域市町村圏事務組合（秋草葬祭場事業特別会計） 76 76 － － 65 － －

別杵速見地域広域市町村圏事務組合（藤ヶ谷清掃センター事業特別会計） 944 944 － － 697 116 88

別杵速見地域広域市町村圏事務組合（介護認定審査会事業特別会計） 27 27 － － 27 － －

別杵速見地域広域市町村圏事務組合（普通会計） 1,060 1,060 － － － 116 88

別杵速見地域広域市町村圏事務組合（特別養護老人ホーム広寿苑事業特別会計） 319 309 10 10 － － － 公営企業会計（法非適用）

大 分 県 市 町 村 会 館 管 理 組 合 79 75 5 5 27 － － 基金から27百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合（普通会計） 238 175 64 64 31 － － 基金から31百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合（特別会計） 156,148 150,175 5,973 5,973 1,096 － － 基金から1,096百万円繰入

一部事務組合等　計 6,052 116 88

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）

別 府 市団体名

財政状況等一覧表（平成21年度）

標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

14,811 6,926 1,504 23,242

（単位：百万円）

５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）
充当可能基金名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引　B－A

財 政 調 整 基 金 5,122 5,751 629

減 債 基 金 1,251 1,255 4

そ の 他 充 当 可 能 基 金 4,610 4,465 △…145

充当可能基金　計 10,984 11,472 488

　（注）…「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。
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中 津 市団体名

財政状況等一覧表（平成21年度）

標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

10,609 10,795 1,424 22,827

（単位：百万円）

地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの貸付金

当該団体からの債務
保証に係る債務残高

当該団体からの損失
補償に係る債務残高

一般会計等
負担見込額 備　　考

中 津 市 土 地 開 発 公 社 △…3 6 5 － － 1,757 － 1,654

㈲ は ば た き 4 14 22 － － － － －

㈲ 西 谷 温 泉 0 12 5 － － － － －

㈶ コ ア や ま く に 9 57 10 － － － － －

㈳ 農 業 公 社 や ま く に 16 28 14 20 － － － －

な か つ 情 報 通 信 開 発 セ ン タ ー ㈱ △…0 3 1 － － － － －

㈳ 大 分 漁 業 海 洋 文 化 振 興 協 会 3 518 6 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 産 業 創 造 機 構 204 2,213 33 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 森 林 整 備 セ ン タ ー 207 4,894 44 0 － － － － 県所管第三セクター

地方公社・第三セクター等　計 140 20 － 1,757 － 1,654

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）
会　計　名 歳　入 歳　出 形式収支 実質収支 他会計等からの繰入金 地方債現在高 備　　考

一 般 会 計 42,360 40,768 1,592 698 1,128 44,767 基金から1,076百万円繰入

一 般 会 計 等 42,355 40,763 1,592 698 44,767

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額 備　　考

水 道 事 業 会 計 1,215 1,039 176 718 33 6,611 20 法適用企業

病 院 事 業 会 計 4,030 3,700 330 3,130 387 564 349 法適用企業

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 245 242 2 2 92 1,174 690 基金から17百万円繰入

公共下水道事業特別会計（公共下水道事業） 2,360 2,315 45 28 1,102 14,818 12,388 基金から51百万円繰入

公共下水道事業特別会計（特定環境保全公共下水道事業） 544 539 5 5 267 1,414 1,166

農業集落排水事業特別会計 305 305 0 0 217 3,338 2,447 基金から25百万円繰入

小規模集合排水事業特別会計 10 10 0 0 9 23 23

介護保険事業特別会計（介護サービス） 223 210 13 13 1 110 0

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 38 37 1 1 10 － － 基金から10百万円繰入

サイクリングターミナル事業特別会計 12 12 － － 7 － －

国民健康保険事業特別会計（事業勘定） 9,066 8,962 105 105 1,117 － － 基金から467百万円繰入

国民健康保険事業特別会計（直診勘定） 230 226 5 5 9 87 4

老 人 保 健 医 療 特 別 会 計 26 22 4 4 1 － －

後期高齢者医療特別会計 822 820 2 2 237 － －

介護保険事業特別会計（事業勘定） 5,492 5,444 49 49 1,071 － － 基金から196百万円繰入

公営企業会計等　計 4,062 28,139 17,088

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）
一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等負担見込額 備　　考

大 分 県 市 町 村 会 館 管 理 組 合 79 75 5 5 27 － － 基金から27百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合（普通会計） 238 175 64 64 31 　……－ － 基金から31百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合（特別会計） 156,148 150,175 5,973 5,973 1,096 － － 基金から1,096百万円繰入

一部事務組合等　計 6,042 － －

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）

５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）
充当可能基金名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引　B－A

財 政 調 整 基 金 2,621 2,377 △…244

減 債 基 金 2,183 2,166 △…17

そ の 他 充 当 可 能 基 金 5,430 5,579 149

充当可能基金　計 10,234 10,122 △…112

　（注）…「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。
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日 田 市団体名

財政状況等一覧表（平成21年度）

標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

8,857 12,085 1,274 22,216

（単位：百万円）

地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの貸付金

当該団体からの債務
保証に係る債務残高

当該団体からの損失
補償に係る債務残高

一般会計等
負担見込額 備　　考

日 田 市 土 地 開 発 公 社 11 107 1 － － 3,290 － 1,148

日 田 市 市 民 サ ー ビ ス 公 社 5 9 3 15 － － － －

日 田 玖 珠 地 域 産 業 振 興 セ ン タ ー △…10 474 2 22 － － － －

つ え エ ー ピ ー 13 133 70 6 － － － －

中 津 江 村 地 球 財 団 7 118 49 － － － － －

ト ラ イ ･ ウ ッ ド 24 509 380 2 － － － －

か み つ え グ リ ー ン 商 事 4 54 10 － － － － －

上 津 江 農 業 公 社 △…9 125 10 3 － － 9 1

お お や ま 夢 工 房 6 180 130 3 － － － －

日 田 市 天 瀬 農 業 公 社 △…2 32 20 － － － 37 4

㈶ 大 分 県 産 業 創 造 機 構 204 2,213 4 0 － － － － 県所管第三セクター

地方公社・第三セクター等　計 679 51 － 3,290 46 1,153

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

会　計　名 歳　入 歳　出 形式収支 実質収支 他会計等からの繰入金 地方債現在高 備　　考

一 般 会 計 40,223 38,539 1,684 1,274 501 39,478 基金から500百万円繰入

診 療 所 事 業 特 別 会 計 194 194 － － 59 17

給水施設事業特別会計 36 31 5 5 4 64

住宅新築資金等貸付事業特別会計 14 11 3 3 － 38

情報センター事業特別会計 2,175 2,174 1 1 36 1,329

一般会計等 41,998 40,305 1,693 1,283 40,926

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額 備　　考

水 道 事 業 会 計 798 599 199 834 19 2,641 － 法適用企業

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 770 710 61 35 302 3,470 2,554

公共下水道事業特別会計 3,200 3,156 44 1 814 13,850 8,490 基金から40百万円繰入

特定環境保全公共下水道事業特別会計 45 45 0 0 34 307 269

農業集落排水事業特別会計 173 173 0 0 146 3,177 2,980

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 8,639 8,629 10 10 718 － － 基金から210百万円繰入

老 人 保 険 特 別 会 計 15 13 2 2 7 － －

後期高齢者医療特別会計 803 803 1 1 242 － －

介 護 保 険 特 別 会 計 5,420 5,367 54 54 870 － － 基金から75百万円繰入

公営企業会計等　計 937 23,445 14,292

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）
一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等負担見込額 備　　考

大 分 県 市 町 村 会 館 管 理 組 合 79 75 5 5 27 － － 基金から27百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(普通会計) 238 175 64 64 31 － － 基金から31百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(特別会計) 156,148 150,175 5,973 5,973 1,096 － － 基金から1,096百万円繰入

日 田 玖 珠 広 域 消 防 組 合 1,486 1,477 8 8 168 80 53 基金から168百万円繰入

一部事務組合等　計 6,050 80 53

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）

５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）
充当可能基金名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引　B－A

財 政 調 整 基 金 4,152 4,180 28

減 債 基 金 1,518 1,524 6

そ の 他 充 当 可 能 基 金 7,726 7,172 △…554

充当可能基金　計 13,396 12,876 △…520

　（注）…「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）



23



24

個
別
の
市
町
村
の
状
況

佐 伯 市団体名
標準税収入額等

A
普通交付税額

B
臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

8,575 17,212 1,677 27,465

（単位：百万円）

財政状況等一覧表（平成21年度）

地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの貸付金

当該団体からの債務
保証に係る債務残高

当該団体からの損失
補償に係る債務残高

一般会計等
負担見込額 備　　考

㈶ 佐 伯 勤 労 者 福 祉 協 会 2 5 3 － － － － －

佐 伯 市 土 地 開 発 公 社 0 896 3 － － 533 － －

㈱ 道 の 駅 や よ い 1 63 23 － － － － －

㈶ さ い き 農 林 公 社 △…3 45 24 16 － － － －

㈱ う め △…1 23 5 － － － － －

佐 伯 市 蒲 江 栽 培 漁 業 ㈲ △…1 25 13 － － － － －

㈲ き ら り △…1 1 2 1 － － － －

㈱ か ま え 町 総 合 物 産 サ ー ビ ス 5 45 8 － － － － －

㈳ 大 分 県 漁 業 海 洋 文 化 振 興 協 会 3 518 24 3 － － － － 県所管第三セクター

㈱ 大 分 県 漁 業 公 社 △…5 100 3 2 － － － － 県所管第三セクター

㈳大分県果実生産出荷安定基金協会 △…1 223 1 － － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 森 林 整 備 セ ン タ ー 207 4,894 65 3 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 産 業 創 造 機 構 204 2,213 6 － － － － － 県所管第三セクター

地方公社・第三セクター等　計 180 25 － 533 － －

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

会　計　名 歳　入 歳　出 形式収支 実質収支 他会計等からの繰入金 地方債現在高 備　　考

一 般 会 計 44,961 43,966 995 766 31 66,644 基金から10百万円繰入

飲 料 水 供 給 事 業 会 計 33 33 － － － 283

一般会計等 44,970 43,975 995 766 66,927

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額 備　　考

水 道 事 業 会 計 969 900 68 753 59 4,888 191 法適用企業

公 共 下 水 道 事 業 会 計 694 678 16 403 617 8,622 5,328 法適用企業

簡 易 水 道 事 業 会 計 1,131 1,076 55 38 261 3,649 1,890

特定環境保全公共下水道事業会計 641 640 1 － 211 1,227 1,224 基金から1百万円繰入

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 570 570 － － 232 3,646 3,464 基金から13百万円繰入

漁 業 集 落 排 水 事 業 会 計 284 283 1 － 195 1,658 1,643 基金から5百万円繰入

小規模集合排水処理事業会計 13 13 － － 12 113 113

特定地域生活排水処理事業会計 50 50 － － 7 112 5 基金から5百万円繰入

交通事業（船舶）事業会計 78 78 0 0 10 6 1

市 場 事 業 会 計 61 51 10 2 27 35 －

土 地 区 画 整 理 事 業 会 計 158 158 － 28 2 － 747

国民健康保険事業会計（事業勘定） 11,215 10,980 235 235 862 － －

国民健康保険事業会計（直診勘定） 469 468 1 1 99 297 57

介護保険事業会計（保険事業勘定） 7,039 7,037 2 2 1,047 － － 基金から33百万円繰入

介護保険事業会計（介護サービス事業勘定） 62 62 － － 4 － －

老 人 保 健 医 療 事 業 会 計 27 27 － － － － －

後期高齢者医療事業会計 893 891 2 2 1,189 － －

公営企業会計等　計 1,464 24,253 14,663

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）
一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等負担見込額 備　　考

大 分 県 消 防 補 償 等 組 合 383 380 3 3 19 － － 基金から19百万円繰入

大 分 県 市 町 村 会 館 管 理 組 合 79 75 5 5 27 － － 基金から27百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(普通会計) 238 175 64 64 31 － － 基金から31百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(特別会計) 156,148 150,175 5,973 5,973 1,096 － － 基金から1,096百万円繰入

一部事務組合等　計 6,045 － －

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）

５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）
充当可能基金名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引　B－A

財 政 調 整 基 金 4,336 4,456 120

減 債 基 金 2,807 2,884 77

そ の 他 充 当 可 能 基 金 6,260 6,382 122

充当可能基金　計 13,403 13,722 319

　（注）…「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）
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個
別
の
市
町
村
の
状
況

臼 杵 市団体名
標準税収入額等

A
普通交付税額

B
臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

4,878 5,855 678 11,412

（単位：百万円）

財政状況等一覧表（平成21年度）

地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの貸付金

当該団体からの債務
保証に係る債務残高

当該団体からの損失
補償に係る債務残高

一般会計等
負担見込額 備　　考

臼 杵 市 土 地 開 発 公 社 △0 12 5 － － － － －

臼 杵 ケ ー ブ ル ネ ッ ト ㈱ 3 40 15 － － － － －

㈳ 臼 杵 市 環 境 保 全 型 農 林 振 興 公 社 △0 31 19 8 － － － －

㈳ 大 分 県 漁 業 海 洋 文 化 振 興 協 会 3 518 7 0 － － － － 県所管第三セクター

㈳ 大 分 県 漁 業 公 社 △…5 100 1 1 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 森 林 整 備 セ ン タ ー 207 4,894 19 1 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 産 業 創 造 機 構 204 2,213 3 0 － － － － 県所管第三セクター

地方公社・第三セクター等　計 69 10 － － － －

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）
会　計　名 歳　入 歳　出 形式収支 実質収支 他会計等からの繰入金 地方債現在高 備　　考

一 般 会 計 20,784 20,370 414 330 196 23,955 基金から194百万円繰入

地域情報化推進事業特別会計 777 733 44 44 261 1,102

一般会計等 20,970 20,512 458 374 25,056

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額 備　　考

水 道 事 業 会 計 686 703 △…17 425 9 4,698 146 法適用企業

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 79 77 1 1 25 619 424

公共下水道事業特別会計 1,305 1,270 34 14 430 8,153 5,071

特定環境保全公共下水道事業特別会計 232 219 12 12 74 1,294 960

農業集落排水事業特別会計 169 141 28 26 78 1,096 694 基金から10百万円繰入

漁業集落排水事業特別会計 12 12 1 1 10 108 107

浄化槽整備推進事業特別会計 18 16 2 2 0 45 22

臼 杵 石 仏 特 別 会 計 80 69 11 11 － － －

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 5,613 5,560 54 54 342 － －

老 人 医 療 特 別 会 計 5 5 0 0 0 － －

後期高齢者医療特別会計 505 503 2 2 138 － －

介 護 保 険 特 別 会 計 3,765 3,658 107 107 502 － － 基金から17百万円繰入

公営企業会計等　計 655 16,013 7,424

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）
一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等負担見込額 備　　考

大 分 県 市 町 村 会 館 管 理 組 合 79 75 5 5 27 － － 基金から27百万円繰入

臼 津 広 域 連 合 932 923 9 9 820 － － 基金から820百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(普通会計) 238 175 64 64 31 － － 基金から31百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(特別会計) 156,148 150,175 5,973 5,973 1,096 － － 基金から1.096百万円繰入

一部事務組合等　計 6,051 － －

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）

５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）
充当可能基金名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引　B－A

財 政 調 整 基 金 1,064 1,262 198

減 債 基 金 331 381 50

そ の 他 充 当 可 能 基 金 2,657 3,383 726

充当可能基金　計 4,052 5,026 974

　（注）…「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。
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個
別
の
市
町
村
の
状
況

津 久 見 市団体名
標準税収入額等

A
普通交付税額

B
臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

2,662 2,707 327 5,697

（単位：百万円）

財政状況等一覧表（平成21年度）

地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの貸付金

当該団体からの債務
保証に係る債務残高

当該団体からの損失
補償に係る債務残高

一般会計等
負担見込額 備　　考

津 久 見 市 土 地 開 発 公 社 △1 182 5 － － 110 － －

㈶津久見市仙水遊魚センター管理組合 △0 13 5 － － － － －

㈳ )大 分 県 漁 業 海 洋 文 化 振 興 協 会 3 518 12 2 － － － － 県所管第三セクター

㈳ 大 分 県 漁 業 公 社 △…5 100 1 2 － － － － 県所管第三セクター

㈳大分県果実生産出荷安定基金協会 △…1 223 1 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 森 林 整 備 セ ン タ ー 207 4,894 6 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 産 業 創 造 機 構 204 2,213 3 0 － － － － 県所管第三セクター

地方公社・第三セクター等　計 33 4 － 110 － －

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 歳　入 歳　出 形式収支 実質収支 他会計等からの繰入金 地方債現在高 備　　考

一 般 会 計 9,693 9,345 349 314 50 9,004 基金から46百万円繰入

奨学資金事業特別会計 13 13 0 0 － －

保戸島診療所特別会計 78 78 0 0 － －

津久見都市計画土地区画整理事業特別会計 146 145 1 1 － 1,087

一般会計等 9,810 9,460 350 315 10,091

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額 備　　考

水 道 事 業 会 計 333 306 27 460 5 816 51 法適用企業

簡易水道布設事業特別会計 120 119 0 0 41 351 234

公共下水道事業特別会計 1,567 1,566 1 0 325 4,977 2,981 基金から3百万円繰入

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 2,937 2,882 55 55 165 － －

老 人 保 健 事 業 特 別 会 計 20 20 0 0 11 － －

後期高齢者医療事業特別会計 274 273 1 1 77 － －

介護保険事業特別会計（保険事業勘定） 2,091 2,090 1 1 316 － － 基金から8百万円繰入

介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定） 15 15 0 0 0 － －

公営企業会計等　計 517 6,144 3,266

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）

一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等負担見込額 備　　考

大 分 県 市 町 村 会 館 管 理 組 合 79 75 5 5 27 － － 基金から27百万円繰入

臼 津 広 域 連 合 932 923 9 9 － － － 基金から820百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(普通会計) 238 175 64 64 31 － － 基金から31百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(特別会計) 156,148 150,175 5,973 5,973 1,096 － － 基金から1,096百万円繰入

一部事務組合等　計 6,051

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）

５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）

充当可能基金名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引　B－A

財 政 調 整 基 金 476 518 42

減 債 基 金 265 265 0

そ の 他 充 当 可 能 基 金 1,615 2,001 386

充当可能基金　計 2,356 2,784 428

　（注）…「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。
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竹 田 市団体名
標準税収入額等

A
普通交付税額

B
臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

2,630 7,486 680 10,796

（単位：百万円）

財政状況等一覧表（平成21年度）

地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの貸付金

当該団体からの債務
保証に係る債務残高

当該団体からの損失
補償に係る債務残高

一般会計等
負担見込額 備　　考

㈳ 竹 田 市 わ か ば 農 業 公 社 4 76 20 1 － － － －

㈶ 田 能 村 竹 田 顕 彰 会 △0 29 4 0 － － － －

竹 田 振 興 整 備 ㈱ 0 5 4 0 － － － －

竹 田 市 土 地 開 発 公 社 5 296 5 0 － － － －

荻 町 ま ち お こ し ㈲ △…4 △…14 10 0 － － － －

㈶ 久 住 や す ら ぎ 観 光 公 社 0 10 10 6 － － － －

農 村 商 社 わ か ば 6 16 10 19 － － － －

㈶ 大 分 県 森 林 整 備 セ ン タ ー 207 4,894 31 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 産 業 創 造 機 構 204 2,213 2 0 － － － － 県所管第三セクター

地方公社・第三セクター等　計 96 26 － － － －

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）
会　計　名 歳　入 歳　出 形式収支 実質収支 他会計等からの繰入金 地方債現在高 備　　考

一 般 会 計 21,814 20,880 934 773 897 22,567 基金から893百万円繰入

同和対策事業特別会計 1 23 △…22 △…22 － 1

畜産開発事業特別会計 17 17 － － 17 － 基金から17百万円繰入

長湯観光温泉施設等特別会計 72 68 4 4 18 －

竹田温泉施設花水月特別会計 55 55 － － 22 －

竹田市立こども診療所特別会計 19 19 1 1 － －

一般会計等 21,930 21,014 916 756 22,568

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額 備　　考

水 道 事 業 会 計 181 157 25 252 14 308 1 法適用企業

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 261 261 0 0 87 1,220 639 基金から1百万円繰入

農業集落排水事業特別会計 149 149 0 0 70 933 926

浄化槽整備推進事業特別会計 180 180 0 0 27 352 154 基金から3百万円繰入

国民宿舎久住高原荘事業特別会計 312 312 0 0 61 460 44

国民宿舎直入荘事業特別会計 91 73 18 18 － － －

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,797 3,795 1 1 264 － － 基金から4百万円繰入

老 人 保 健 特 別 会 計 7 7 0 0 1 － －

後期高齢者医療特別会計 362 361 2 2 132 － －

介 護 保 険 特 別 会 計 2,986 2,973 13 13 409 － － 基金から26百万円繰入

公営企業会計等　計 286 3,273 1,765

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）
一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等負担見込額 備　　考

大 分 県 消 防 補 償 等 組 合 383 380 3 3 19 － － 基金から19百万円繰入

大 分 県 市 町 村 会 館 管 理 組 合 79 75 5 5 27 － － 基金から27百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(普通会計) 238 175 64 64 31 － － 基金から31百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(特別会計) 156,148 150,175 5,973 5,973 1,096 － － 基金から1,096百万円繰入

一部事務組合等　計 6,045 － －

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）

５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）
充当可能基金名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引　B－A

財 政 調 整 基 金 1,508 2,031 523

減 債 基 金 369 370 1

そ の 他 充 当 可 能 基 金 2,688 2,413 △…275

充当可能基金　計 4,565 4,814 249

　（注）…「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。
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豊後高田市団体名

財政状況等一覧表（平成19年度）

標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

2,457 5,974 548 8,980

（単位：百万円）

財政状況等一覧表（平成21年度）

地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの貸付金

当該団体からの債務
保証に係る債務残高

当該団体からの損失
補償に係る債務残高

一般会計等
負担見込額 備　　考

豊 後 高 田 市 土 地 開 発 公 社 1 112 2 － 114 － － －

㈱ ス パ ラ ン ド 真 玉 △…1 57 80 － － － － －

㈳ 豊 後 高 田 市 農 業 公 社 0 67 5 0 27 － － －

豊 後 高 田 市 観 光 ま ち づ く り ㈱ △…3 92 50 5 － － － －

㈳ 大 分 県 漁 業 海 洋 文 化 振 興 協 会 3 518 5 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 森 林 整 備 セ ン タ ー 207 4,894 11 0 － － － － 県所管第三セクター

㈶ 大 分 県 産 業 創 造 機 構 204 2,213 5 0 － － － － 県所管第三セクター

地方公社・第三セクター等　計 158 5 141 － － －

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 歳　入 歳　出 形式収支 実質収支 他会計等からの繰入金 地方債現在高 備　　考

一 般 会 計 14,736 14,035 701 649 146 16,763 基金から135百万円繰入

ケーブルネットワーク事業特別会計 311 311 － － 112 2,127

一般会計等 14,821 14,120 701 649 18,889

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）

会　計　名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額 備　　考

水 道 事 業 会 計 205 192 13 261 24 556 161 法適用企業

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 50 50 － － 41 330 219 基金から15百万円繰入

公共下水道事業特別会計 1,111 1,111 － － 538 5,496 5,348 基金から20百万円繰入

特定環境保全公共下水道事業特別会計 310 310 － － 99 2,001 1,725 基金から21百万円繰入

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 64 64 － － 57 402 380 基金から3百万円繰入

漁業集落排水事業特別会計 15 15 － － 14 46 42 基金から2百万円繰入

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,303 3,122 181 181 201 － －

老 人 保 健 特 別 会 計 16 16 － － 0 － －

後期高齢者医療特別会計 304 304 1 1 110 － －

介 護 保 険 特 別 会 計 2,659 2,651 8 8 383 － － 基金から39百万円繰入

公営企業会計等　計 451 8,831 7,876

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）

一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支）資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等負担見込額 備　　考

大 分 県 市 町 村 会 館 管 理 組 合 79 75 5 5 27 － － 基金から27百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(普通会計) 238 175 64 64 31 － － 基金から31百万円繰入

大分県後期高齢者医療広域連合(特別会計) 156,148 150,175 5,973 5,973 1,096 － － 基金から1,096百万円繰入

宇 佐・ 高 田・ 国 東 広 域 事 務 組 合 32 32 1 1 － － －

一部事務組合等　計 6,043 － －

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）

５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）

充当可能基金名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引　B－A

財 政 調 整 基 金 1,297 1,460 163

減 債 基 金 1,474 1,477 3

そ の 他 充 当 可 能 基 金 2,727 3,061 334

充当可能基金　計 5,498 5,998 500

　（注）…「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。
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